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プロポーザル都市競争の時代 
「まち・ひと・しごと創生法」の効果的活用 

「戦略的計画策定」による「総合施策実施」が求められています。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

＜まち・ひと・しごと創生法の概要＞ 

１．目的 
少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への

人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって

活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的

かつ計画的に実施する。 

まち…国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地域社

会の形成 

ひと…地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保 

しごと…地域における魅力ある多様な就業の機会の創出 
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 「まち・ひと・しごと創生法」の施行により、定住促進・雇用の創出・地域活性化等

の施策を総合的に実施するための枠組みが法的に整備され、市町村でも「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の策定（努力義務）ができることになりました。また、地方再生

５カ年計画「総合戦略案」において、「地方版総合戦略」を策定した自治体に対して「新

交付金制度による支援」が実施される見込みです。(2014.12.20 報道) 
なお、「中心市街地活性化法」や「立地適正化法」および「空家等対策の推進に関する

特別措置法」などをはじめとするまちづくり関連法は、「まち・ひと・しごと創生法」と

密接な関係があり、それぞれの法に基づく計画と事業を関連づけて戦略的・重点的・段

階的に実施していくことが非常に重要になっているといえます。 
 これまでにないほど、まちづくり関連の法制度が総合的・複合的に整えられており、

これらの法制度および事業制度を効果的に利用するためには、市町村の庁内体制も総合

的・横断的視点が求められているといえます。 
 また、地域創生に資する戦略を総合的・効果的に立案した市町村ほど手厚い支援策が

得られるようになると予想されます。 



２．基本理念 
 ①国民が個性豊かで魅力ある地域社会で潤いのある豊かな生活を営めるよう、それぞれ

の地域の実情に応じた環境を整備 
②日常生活・社会生活の基盤となるサービスについて、需要・供給を長期的に見通しつ

つ、住民負担の程度を考慮して、事業者・住民の理解・協力を得ながら、現在・将来
における提供を確保 

③結婚・出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、結婚・出産・育児
について希望を持てる社会が形成されるよう環境を整備 

④仕事と生活の調和を図れるよう環境を整備 
⑤地域の特性を生かした創業の促進・事業活動の活性化により、魅力ある就業の機会を
創出 

⑥地域の実情に応じ、地方公共団体相互の連携協力による効率的かつ効果的な行政運営
の確保を図る 

⑦国・地方公共団体・事業者が相互に連携を図りながら協力するよう努める 
 

＜まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則＞ 

（「総合戦略」骨子（案）より抜粋） 
 
（１）自立性 
・一過性の対症療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、地方自治体・民間事
業者・個人等の自立につながるようにする。 

（２）将来性 
・地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取組むことを支援する施策に重点を置
く。 

（３）地域性 
・各地域は客観的データに基づき実状分析や将来予測を行い、地方版の総合戦略を策定・
推進し、国は利用者側の視点に立って支援を行う。 

（４）直接性 
・限られた財源や時間の中で最大限の成果を上げるため、ひと・しごとの創出とまちづく
りを直接的に支援する施策を集中的に実施。 

（５）結果重視 
・明確な PDCA メカニズムの下に、短期・中長期の具体的な数値目標を設定し、政策効果を
客観的な指標により検証し、改善等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当社は、 
「頼れる！まちづくりのパートナー」としての

『コミュニティ・コンサルタント』 
を目指しています。 

お問い合わせ・ご意見は、 
 
㈱石田技術コンサルタンツ まちづくり担当
 TEL；０５６８-７３-１０８５ 
 FAX；０５６８-７３-１０９９ 
 e-mail；hasegawa_n＠itcnet.co.jp 
 
までお願いします。 

 これからの都市戦略は、中心市街地活性化や空家対策、少子高齢対策、定住促進策な

どに総合的に対応するために、地域の独自性と創造性を発揮することが求められるほ

か、地域住民や地元民間事業者・市民活動団体等と連携した継続発展性のある施策実施

システム（体制）の構築が非常に重要であるといえます。 

そのためには、地域特性をいかした中で、総合的かつ創造的な企画力と提案力（プロ

ポーザル力）が必要不可欠であるといえます。 

 当社は、「コミュニティ・コンサルタント」としての実績とノウハウを活かして、プ

ロポーザル都市競争に対抗できる施策づくりをご支援致します。 


